
1

パネリストからの話題提供

森口 祐一

第26期日本学術会議第三部会員

環境学委員長、総合工学委員会原子力安全に関する分科会委員
（第25期原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会委員長）

国立環境研究所・理事（研究担当）
東京大学名誉教授

原子力総合シンポジウム2023「新たな社会状況に貢献する原子力技術の期待と課題」
2024年1月22日（月） 於：日本学術会議講堂＋オンライン配信



現職：国立環境研究所・理事／東京大学名誉教授（元工学系研究科教授）
京都大学工学部衛生工学科卒業（原子エネルギー研究所原子炉保安工学部門）

原発事故に関連する主な公職、活動
• 環境省環境回復検討会委員
• 原子力規制委員会帰還に向けた安全・安心対策に関する検討チーム外部専門家
• 厚生労働省水道水における放射性物質対策検討会委員（事故後初期）
• 国土交通省下水道における放射性物質対策に関する検討会委員（事故後初期）
• 福島県環境創造センター（＠三春町）環境動態部門長(非常勤，2016.7.1～2019.3.31)
• 日本学術会議(第22期)東日本大震災復興支援委員会放射能対策分科会委員
• 日本学術会議(第23期)総合工学委員会・原子力事故対応分科会・原発事故による環境汚染調査に

関する検討小委員会委員
• 日本学術会議総合工学委員会・原子力安全に関する分科会委員（24期）、幹事（25期）、委員（26期）
• 原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会委員長（24期・25期）

• UNSCEAR 2020/2021Report Task group atmospheric dispersion メンバー

• 早稲田大学ふくしま浜通り未来創造リサーチセンター・招聘研究員

上記以外の本パネルのテーマに関連する主な公職
• 経済産業省グリーン・イノベーション戦略推進委員会委員
• 環境省温室効果ガス排出量算定方法検討会元委員（国の温室効果ガス排出インベントリ）
• 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における算定方法検討会座長

自己紹介： 森口祐一（もりぐち・ゆういち）
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日本の温室効果ガス排出量の推移と削減目標

国立環境研究所温室効果ガス排出インベントリオフィス(GIO)，経済産業省公表資料等をもとに作成

新目標：2030年度に
2013年度比46％減

気候変動枠組条約 We are here

2030年の通過点は2013年度以降年率3％減
ペースを続けた延長線上にあるが、その後の
ネットゼロへの道筋は？

既に30年強経過
目標年まで30年弱

建築物、インフラ
の更新はどこま
で可能？
新技術の大量普
及のペースは？
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https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/index.html

2050年に向けた目標

グリーン成長戦略における14重要分野

グリーン成長戦略推進会議に参画する中での問題意識
• CNに向けた技術の大量普及においては，需給調整の仕組みを誰が構築・管理し，コスト

をどのように公平に負担するのか，という経済・社会面でのシステムの設計が不可欠

• 非専門家にはなじみのないCN技術を急速かつ大量に普及させる上では，倫理的・法的・
社会的課題（ELSI)にも留意すべき
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過去の原子力総合シンポジウムでの登壇と関連報告

 原子力総合シンポジウム2017
テーマI「原子力事故による影響と社会的側面
〜福島の現状と復興に向けて〜」 司会
（講演者：宮原要氏、欅田尚樹氏、藤垣裕子氏）

 原子力総合シンポジウム2018
テーマ I「原子力防災について」 司会
（講演者：本間俊充氏、米田雅子氏、山澤弘実氏）

 学術の動向25巻6号(2020)
特集1「原子力防災」への寄稿
「自然災害・事故の経験と原子力防災」

 原子力総合シンポジウム2022
「日本学術会議総合工学委員会 原子力安全に関する分科会」の活動の報告
講演：東京電力福島第一原子力発電所事故による環境汚染の調査研究の進展
と今後に向けた課題
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第25期の小委員会の活動の概要

 24期に公表した報告の英訳作成(2023.1.6公表）

 事故と環境情報WG→環境放出・拡散解析WGに再編
• 海洋への放出・拡散に関する知見のレビュー
• 大気への放出・拡散に関する知見のレビュー

 アーカイブズWG
• モニタリングデータ、試資料に関するアンケート調査実施
（24期報告で指摘した試資料の散逸防止の一助として）
→25期中には間に合わなかったが記録等として公表予定

 事故の環境影響に関する調査研究の中長期的な継承の検討



7http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/division-16.html

日本学術会議「報告」のとりまとめ（24期、2020年7月）
24期の「報告」の英文化、公表（25期：2023年1月）
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要旨の６項目

(1) 事故進展解析分野と環境影響解析分野の連携

(2) 事故からの経過時間に応じた環境動態モデルと環境モニタリン

グの必要性

(3) 情報や試料の散逸防止のための長期にわたる組織的対応

(4) アカデミアと行政機関との連携と役割分担

(5) 放射線教育の重要性

(6) 研究の進展の全貌把握、横断的解析と当事国としての環境汚染

調査報告の必要性
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３ 主要分野ごとの環境汚染調査の進展と課題

(1) 炉内事象と環境放出の関連性
(2) 事故後初期の事象とくに大気経由の輸送と初期被ばく
(3) 地表沈着量、空間放射線量率の地理的分布と線量率の推移
(4) 陸域における環境動態
(5) 海洋における環境動態
(6) 環境汚染と健康影響
(7) 汚染された地域の環境回復と復興に向けた取り組み

４ 環境汚染調査に関連する分野の課題と教訓

(1) 環境汚染に関する情報の収集と蓄積
(2) アカデミアと行政機関との連携の重要性
(3) 放射線教育の重要性

目次（３章、４章）
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今後に向けた課題（前回報告の再掲、一部加筆）

 1F事故の環境影響に関する調査研究の中長期的な継承
• 組織的対応：大学中心の大型研究の継続の困難さ
• 福島国際研究教育機構（F-REI)の設置
• 研究者の世代交代
• 情報、試資料の散逸防止、アーカイブ

 1F事故後の調査研究の蓄積の今後の活用可能性
• 1F廃炉作業中の諸課題への対応
• 原子力防災（実測を補う手法としての拡散予測手法など）
• 不測の事態への備え

 環境汚染調査小委員会の主たる対象外であった環境回復、復
興に関する学術的取組みとの連携

→第26期原発事故の環境影響に関する検討小委員会設置準備中
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地球惑星科学委員会社会貢献分科会との交流

• 第26期は地球惑星科学委員会社会貢
献分科会と、総合工学委員会原子力
安全に関する分科会との間で相互に
委員が参画
（佐竹委員長、森口）

• 地球惑星科学委員会社会貢献分科会
第26期第１回(2023.12.28)に、第25
期原子力安全分科会関村委員長が出
席し、分科会の活動について紹介
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